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2025年9月16日 
報道関係各位 

石油資源開発株式会社 
清水鋼鐵株式会社 

 
 

製鋼所排出のCO₂削減を実現するバーチャルPPA を締結 
~電炉含む苫小牧製鋼所全体の年間電力消費量約30%分のCO₂を削減~ 

 
 石油資源開発株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：山下 通郎、以下「JAPEX」）は、北海道苫

小牧市で 2028 年 8 月に運転開始予定の太陽光発電設備「北海道苫小牧太陽光発電所」(*1)で生み出される環境価

値（CO₂削減効果）を、清水鋼鐵株式会社（本社：千葉県浦安市、代表取締役社長：清水 孝、以下「清水鋼鐵」）

苫小牧製鋼所に特定卸供給事業者(*2)として供給するオフサイト形式(*3)でのバーチャル PPA（Power Purchase 
Agreement）(*4)を締結しました。 
 
 昨今、再生可能エネルギー分野では、非FIT(*5)の電力供給や環境価値の取引が本格化しており、新たなスキー

ムや制度への対応力の強化が急務となっています。また、企業に対してCO₂削減に向けた法規制が整備されるな

ど、企業がCO₂の排出削減に取り組む必要性が増してきています。 
その中で、特定卸供給事業者として電力・環境価値販売による事業拡大を目指す JAPEX と、製鋼や圧延工場

から排出される CO₂を削減するため、オフサイト形式での PPA の導入を検討していた清水鋼鐵でオフサイト形

式でのバーチャルPPAスキームを構築し、契約に至りました。 
今回の取り組みにより、清水鋼鐵は、電炉を含む苫小牧製鋼所全体の年間電力消費量約 30%分の CO₂を削減

できる見込みです。また、JAPEXが特定卸供給事業者としてバーチャルPPAに取り組むのは初めてとなります。 
 
 JAPEX は、太陽光発電設備の開発だけでなく、特定卸供給事業者としても再生可能エネルギーや環境価値を

必要としているお客様にお届けし、2050年カーボンニュートラル社会実現に向けた貢献をしてまいります。 
 清水鋼鐵は、重要な資源である鉄スクラップを環境にやさしい電力でリサイクルをおこない、北海道に CO₂が
発生しない鉄筋棒鋼を供給することで、2050 年カーボンニュートラル社会実現に向けた貢献をしてまいります。 
 

以上 
注） 

*1: 苫小牧港開発株式会社、JAPEX、株式会社日本政策投資銀行にて出資の苫小牧TJDソーラー合同会社が開発中。 

2025年9月16日付3社プレスリリース「北海道苫小牧市における出力13メガワットの太陽光発電所の建設を決定 

－苫小牧TJDソーラー合同会社への出資を通じた苫小牧市「ゼロカーボンシティ」実現への取組み－」参照。 

*2: 電力会社と需要家の間に立ち、電力や環境価値の需要と供給のバランスをコントロールする事業者。アグリゲーターともいう。 

*3: 電力または環境価値の需要地とは別の場所に再生可能エネルギー発電設備を設置し、電力や環境価値を需要家に供給する形式。 

*4: 再生可能エネルギー発電所から電力ではなく、環境価値のみを購入する電力契約の形態。 

*5: Feed-in Tariff（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）の略。 

 

### 

https://www.japex.co.jp/news/uploads/pdf/JAPEX20250916_construct_PV_Tomakomai_j.pdf
https://www.japex.co.jp/news/uploads/pdf/JAPEX20250916_construct_PV_Tomakomai_j.pdf

